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北大文学研究科紀要 102 (2000) 

商業地理学研究における地理情報システムの利用

橋本雄一

I はじめに

経済地理学の中の一分科として存在する商業地理学は，商業活動の空間的

分布，および、商業活動に伴って発生する諸現象の空間的分布を研究対象とし，

これらが有する空間情報を分析するものである(須原， 1986)。酪業は大別し

て部売業と小売業に分けられるが，商f吾と最終消費者の間で成立する小売業

の活動を対象とする研究が数多く蓄積されている九そこで本研究は，小売業

に関する空間情報の分析において，地理'1湾報システム (GIS)がなしうる賞献

について検討する。

小売業に関する地理学的研究は，事業所の分布に関する研究と，商麗およ

び消費者購買行動に関する研究に分けられる。これらのうち前者の研究には，

都市や龍j吉簡を単位として商業活動に関する地域特性の解明を行う高業地域

研究や，荷1吉あるいは商庖衝が成立する規射性を理解しようとする立地論的

研究などが含まれ，後者には，都市や商!苫街あるいは単独の高屈の影響麗を

分析する商圏研究や，高屈に対する住民の利用について検討する消費者行動

研究などが含まれる。上記の研究は，いずれも小売業活動の空間的側面に対

して考察を行うものであるため， GISのもつ空間的な検索・分析・表示など

の機能を有効に活用することができる。

本研究では，まず上記研究に対して， GISがどのように活用できるのかを

述べる。次に，商業地域研究の事併を取り上げ， GISの具体的な貢献につい
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て考察を行う。特に，本研究では，大都市圏および都心地区の商業活動に関

する研究事例により，分析やプレゼ、ンテーションなどに関して，商業地理学

における G誌の利用を検討する。

II 商業地理学研究への GISの利用

1.商業地域研究と GIS

本主きでは，小売業に関する地理学的研究を，奥野ほか(1999) と同様に，

商業地域研究，立地論的研究，商摺研究，消費者行動研究に分類し，それぞ

れの研究に対する GISの適用について検討する。

荷業地域研究は，都市や商癌簡を対象として商業活動に関する地域特性の

解明を行うものである。当該研究における分析単位は，個々の蕗鹿やその集

積士宮である商庖街であることが多い。都市内部の蕗業地域に関する研究は，

Proudfoot (1937)による商自街の分類研究以降，様々な成果を上げている。

Berry (1959)やCarol(1960)は，都市内部の荷癌街研究に中心地階層の概

念を取り入れて議論しており，さらに， Davies (1972)やPotter(1982)は

都市生態研究の成果も加えて，浦西簡の空間的分布について検討を行ってい

る。また，都市内部の商店街について動態的考察を行なったものとしては，

Berry (1963)， Simmons (1964)などがあり，わが国では根回(1985)，橋本

(1992)などの研究がある。

上記の商業地域研究には，小売業集積地を業種構成や規模によって類型化

し，その分布パターンの規則性を解明したものが多く含まれる。このような

研究に対して， GISは分析の基礎となる地図データベースの作成を行うため

に有効である。個々の蕗鹿や商法簡の位置情報を点データあるいは間データ

として地図データベースに収納し，それに業種，業態，規模などの属性情報

を付加することにより，大量のデータを地図とリンクさせた形で一括管理す

ることができる(第1留)。この地図データベースを用いることにより，効率

的な商業地域の分析が可能になると考えられる。近年，住宅地盤やさ吉間デ…

タ基盤の整備により，このような地図データベースを構築する環境は整いつ
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第 1国 商業地域研究へのGIS科潟伊j

つあることから，今後，当該研究に対する GISの貢献はまずまず増加すると

思われる。

2.立地論的研究と GIS

立地論的研究は，個々の商自や萌庖街の規模，業種，配置にみられる規則

性を推論し，モデル化しようとするものである。当該研究では， Chr・istaller

(1933)やLosch(1940)の中心地理論，あるいはAlonso(1964)の付値地代
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論などの空間モデルを用いて，高居あるいは寵届街が成立する規則性を理解

しようとする研究が多い。

立地論的研究に GISを適用する場合，点、データとして商あるいは商庄

街，人口，地価，駅などの情報を，麗データとして土地利用などの情報を，

線データとして線路や道路などのf膏報を収納した地図データベースを構築

し，オーパーレイの技法を用いて分析することが考えられる。また，最高地

儲点からの距離帯や，主要道路沿線の 30mパップアなどといった，前述の

データを加工することによって得られる 2次情報を付加することにより，さ

らに詳細な空間分析が可能となる(第2図)。都心地区内部における地代と土

地利用の調査を行い，上記データベースを構築すれば， Alonso (1964)の付

値地代論などを検証し，さらなるモデルの改良を行うことができる。

以上のように，立地論的研究でGISを利用しようとする場合，高1吾あるい
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立地論研究へのGIS利用例
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は商!日売に関する地図データベースと，その立地を説明しようとする地理的

要素の地留データベースとを重ね合わせて，新たなデータベースを構築する

ことにより，詳細な空間分析やそデルの改良などを行う方法が考えられる。

その探，従来よりも大規模かつ詳細なデータを使用できることや，既存のデー

タから 2次デ…タを生成して迅速に地理的要素のデータベースへ加えられる

ことは， GISを援用する大きな利点である。

3 .商関研究と GIS

商菌研究は，都市や高底街あるいは単独の商店の影響闘を対象とするもの

である。商業地域研究が商!苫や高底街の立地場所を分析するものであるのに

対し，商題研究は商庖や商癌能周辺の消費者に供給する範囲である市場地域

を分析するものである。

小売商麗については地理学以外でも研究蓄積が多く，都道府県や各地の蕗

工会などは，地元商店街の活性化対策の立案や大規模胞の新規立地にかかわ

る影響分析のために，高麗の調査を行うことが多い(平下， 1998)。

商菌研究には，伝統的に中心調査法と周辺調査法が存在する(奥野ほか，

1999)。中心謂査法は，商!百や蕗f吉街を訪れる顧客に対して居住地，来訪呂的，

来訪手段などを尋ねるものであり，周辺調査法は，商庖あるいは商高能を取

り巻く賭辺地域における個々の消費者を対象として出向蕗賠や商庖街，購入

高品，質物トリップ数などを尋ねるものである。これらのデータ収集法とし

ては，ヒアリング調査やアンケ…ト調査などが用いられることが多く，収集

されたデータは， GISにより地盟データベース化することで有効に利用でき

る(第3図)。

高閣研究において構築されたモデルとしては，ライリー・コンパースの小

売引力モデルやハブの確立商題モデルが有名で、あるが，これらのモデル研究

には，地理的要素に関する正確な位置データが得られる GISの支援が有効で

ある。なお， GISは要素間の実距離だけでなく，時間距離や運賃距離なども

データとして収納できるため，数々のモデルによる商留が算出できる。また

GISでは，詳細で、大量の空間データを扱うことが可能なことから，従来より
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第 3顕 麹菌研究へのGIS利用例

も高精度な結果を得ることができる O そのため，商圏分析による政策決定の

支援を意関した場合に，これまで以上の貢献を行うことができる。

4.消費者行動研究と GIS

消費者行動研究では，住民個々の各種鞘餅がどのように働いて，どの蒔}吉

や商届衝を利用するのか解明することが目的となる。この消費者購買行動は

商店立地と互いに影響しあうことから，当該研究は前節までの研究と密接に
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関係している。また，この消費者行動研究は，行動地理学研究や環境認知研

究とも密接に関係しており(荒井ほか， 1996)， Pottter (1979)のように情報

源域と行動域の関係などに住自した研究も存在する。

消費者行動研究では，高品別買物指向地割合などのデータを GISで地閣

データベース化することにより，高園研究と類似の成楽を得ることができる。

また，消費者属性の違いに注目して非集計アプローチなどを用いる場合にも，

GISを援用することで新たな分析モデルを構築することができる。

時間地理学や多目的トリップ研究の手法を取り入れた消費者行動研究で

は，どのような地盤データベースを作成するかが問題となる。例えば， GISに

より，時間ごとに住民個々の目的別滞皆状況を示したレイヤーを作成し，そ

れを重ね合わせれば，個人の行動をデータベース化することが可能であるが，

その際レイヤー閣の時系列的関係を構築することが研究上重要となる。この

関係構築のために 1つのレイヤーの属性データとして，列要素に時間関行

動目的群を項目として設定し，現実の行動が該当する項目に， 1 J，該当しな

いものに 'OJを入力することで，地図データベースを作成することが，一

つの方法と考えられる(第4盟)0

以上のように，泊費者行動研究における GISの利用においては，研究白的

に対応、させて，どのような地図データベースを作るかが開題となり，居舗や

商賠償などに関する属性データベースとのリンクも重要な課題となる。

III 商業地域研究への GISの利用事官Ij

1.大都市閣における小売業従業者の分析事例

前章では，小売業の地理学的研究に対する GISの適用可能性について論

じ，研究呂的達成のために，いかなる地図データベースを構築するかが共通

の問題となることを説明した。ここでは，商業地域研究の研究事例を取り上

げ， GISによる具体的な地図データベースの利用について述べる。

第一の事例として，東京大都市摺における小売業従業者の分布変化に関す

る分析を取り上げる O 対象地域は， 1990年国勢調査により画定された京浜大
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第4関 消費者行動研究へのGIS利用例
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都市轄であり，資料は総務庁統計局発行の事業所統計(1969年， 1991年)を

用いる。本分析では，東京大都市圏の市町村界に関する地図データと，年次

別小売業従業者数の属性データとを結合させて地国データベースを構築し，

提業者密度や増減率の空間的分布について考察を行う(第5図)。また，東京

都庁(東京都新宿区)を中心とする半径 70kmの範囲に関して 10kmごとの

ノfッファを発生させ，距離帯ごとにデータを集計して検討を行う。

まず，小売業能業者密度の分布を 1969年と 1991年とで比較すると(第6

図)， 100人/km2以上の小売業従業者密度そもつ市町村の分布範囲が，東京特

別区を中心として 30km題から 50km欝へ拡大していることがわかる。従業

者の増減をみると(第7閤)，東京特別区を取り囲むように， 50km圏内の市

町村で著しく従業者が増加しており，大都市圏北部および西部の鉄道沿線が

特に顕著である O 東京特別区も，わずかな比率ではあるが従業者が増加して

いるo

Geographical Information System 

Database 

~~ 

.::...~~ Population and 
Retail Traders 

3
0右
判
明
明
白 Data 

札1atrix

Map 
Data 

第5図 東京大都市圏における小売業従業者の地図データベース
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第s図 東京大都市績における小売業従業者密度
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第 7図 東京大都市圏における小売業従業者の増減率
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第 8関 東京大都市圏における距離帯別小売業従業者密度
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ここで，距離帯ごとの分布傾向を一層明確なものとするため，大都市圏中

心部からの距離帯別小売業従業者密度を第8留に示す。なお，この図のフィッ

トネスカーブとしては，スプライン曲線を採用している。第8図から，従業

者密度は， 1969年も 1991年も，中心から距離逓滅的に密度が低下しているこ

とがわかる。両年次を比較すると，従業者密度は大都市閤全体で増加してい

るが，特に 10~30km 帯の上昇が著しいため，曲線の湾出が緩やかになって

この変化を明確にするため，小売業従業者の増減率に関する距離帯グ

ラフを示すと(第9図)，小売業従業者は，人口と開様に 10km盟より外側で

増加が著しく 20~30km 簡でピークとなり， 30~40km 圏もピークに近い増

加率を示している。

東京大都市閣における小売業従業者の距離帯別増減率第9関

いる。

以上のように数値デ…タを地図化して，地理的要素の分布やその変化を概

観することは，商業地域研究で頻繁になされる。その際，データを一括して

管理して迅速に地留の作成ができることや，パップァによるクリッピングの

ように地図化した状態からのデータ加工を行うことができることは，商業地

域研究に GISを用いる利点である。
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2.都心地区における商業地域の分析事例

1)目的と方法

第二の事例としては，都心地区における商業地域の分析を取り上げ，それ

に対する GISの援用について検討する。そのために， 3次元建物用途データ

ベースを作成する o3次元建物用途データベース作成のための資料としては，

1995年7丹に帯広市中心部で行った現地調査により収集したものを用いる。

この資料は，対象地域内に存をする建物に関する地下1階 1階 3階 6

階の用途について調査したものであり，これをポリゴンデータとして， GIS 

により地図データベース化する。さらに，公示地価もポイントデ…タとして

入力し，これを加工して 50万円ごとの等地儲帯データを作成する。

本研究では，まず，階数部建物利用の現況を把握するために 3次元建物

用途データベースの矯報から，建物利用に関する 3次元グラフィックスを作

成する O なお，ここではGISデータをパーソナルコンピュ…タ上で3次元グ

ラフィックス化するためのシステムに関して検討する。

次に，建物用途別分布ノfターン明らかにするため傾向面分析を用いて検討

する。具体的には，建物用途別に 1階床面積および全調査対象階の延べ床面

積を算出し，それぞれを従属変数として傾向面分析を行う。なお，独立変数

は，集計単位地区の重心のX産標値とY庫標憶である o

最後に，建物用途と地価との関連をみるため，両地国データを用いてオー

パーレイ分析を行う。ここでは対象地域において 250万円から 850万円まで

の等地価替データを， 50万円ごとに作成する。この地価帯データと階数別建

物用途データを重ね合わせて分析し，地価帯ごとの建物用途別床面積を集計

し考察を行う。

2) 3次元グラフィックスの作成とアニメーション化

本研究は 3次元建物用途データベースの情報から，建物利用に関する 3

次元グラフィックスを作成することにより階数別建物利用の現況を把握す

る。

階数別建物用途などの3次元データは， GISを援用することにより地図化
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GISによる地図データ作成

3Dグラフィックソフトによる霊複データの付加

島 両4pt

3次元データの作成

草色

3Dグラフィックソフトでの
カメラ設定

アニメーションの作成

第10図 都心商業地域に関する 3次元グラフィックとアニメーションの作成手)1頭
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した状態で保存することが可能で、ある。しかし，その表示は2次元的なもの

にとどまることが多く，誼感的に建物用途の分布ノfターンを理解するには不

向きであった。また， GISのもつ解析機能を利用して，建物用途に関する分

布パターンの傾向圏分析や，地舗と建物用途とのオ…パ…レイ分析を行って

も，その結果は 2次元的に表現されることが多かった。これらについても，

迅速な理解を得るためには， 3次元的な表示などを用いることが必要である。

GISソフトでも，作成したデータを DXFファイルなどの3次元情報とし

て出力することは可能であるが，個別の建物に高さの情報を与えて都市内部

の景観シュミレーションを行うことは菌難である。そこで， 3次元グラフイツ

クソフトを用いて， GISソフトで作成した 2次元の都市内部土地利用図か

ら 3次元の建物利用留を作成する。なお，この3次元データを利用してア

ニメ…ションを作成し 3次元データの効果的なプレゼンテ…ションについ

ての検討を行う。

3次元グラフィックとアニメーションの作成方法は第10圏に示したとお

りである九このように静止画より動調として空間情報を提供する方が，事象

を迅速に理解させることができ，より大きなプレゼンテーション効果が期待

できるO

3 )建物用途に関する傾向面分析

次に，建物用途別分布ノfターン明らかにするため傾向頭分析により検討す

る。独立変数は集計単位地区の重心のX座擦億とY座標値，従属変数は建物

用途耳目の延べ床面積であり，それぞれ標準化してから分析に用いる。

従来の研究では，街区別にF表面積などのデータを集計しているため，街区

の形状や分布により結果が異なるという問題がある。メッシュデータに変換

してから分析を行っても，同様の問題が生じ，メッシュの大きさや分割線の

位置により結果が異なる。そこで本研究は，移動平均法により建物用途別延

床面積を算出する。この方法を用いて集計単位地毘の境界線を設定すること

により，境界線の設定位置によって生じる細かな変動を験去することができ

る。各建物用途別延べ床面積を，50mメッシュごとに集計したデータと，メッ
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シュの中心から半径50mごとのパップアをとって集計したデータとで， 1次

から 10次までの傾向菌を算出すると(第11国)，これらの決定係数(自由度

修正済み)は後者の方が安定した結果となる(第12菌)。なお以後の分析で

は，移動平均法のデータにおいて，商業的土地利用に関する決定係数の遷緩

点である 7次式を採用する。

ノfッファごとに集計した延べ床面積を従員変数として 7次傾向面を求め

た結果は，第13図の通りである。まず， 1階に関する 7次領向語分析の結果

をみると，機能分化のなされていることがわかり，都心における建物の選択

的利用の状況を確認できる。次に，調査対象の階数全てに関する 7次傾向面

分析の結果をみると 1階より空間的な機能分化が進んでいることがわか

Center of 50m Mesh 

Building 

Buffer Area of Zone j 

(Radius :50 m) 

Buffer Area of Zone i 

(Radius :50 m) 

第 11図 バッファによる用途別敷地面積データの作成
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4 )建物用途と地価との関連

GISは，謹数の地図データを統合して，新たな地関デ…タを作り出すこと

ができる。そこで本研究では，建物用途と公示地価との関連安みるため，荷

地図データを用いてオーバーレイ分析を行う。まず，対象地域において 250万

円から 850万円まで50万円ごとに等地価帯を示す地図データを作成し(第

14図)，これと建物用途に関する地図データをオーパーレイすることによっ

て，地価と建物用途の関係を定量的かつ視覚的に明らかにする(第15図)。
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第 14国 帯広市都心部における公示地価の分布 (1995年)

オーノてーレイ後のデータから地儲帯別に建物用途をみると(第 16臨)，都

心中心部における商業とオフィスの卓越，周辺部における駐車場の卓越がわ

かる。それを暗数別にみると(第17閣)，用途は垂直的にも分化がみられ，

都心部では下層階で商業が卓越し，上層階ではサービス業が卓越しているこ

とがわかる。これらの結果は，従来から検討されてきた付値地代論を実擦の

データで検討することを可能にするものである。

以上のように，都心地域の分析においても GISは有効なツールであり，こ

れを用いることによって従来は国難であった詳細な分析を行うことができ

る。
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第何回 建物用途データと公示地偶データのオーバーレイ
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N おわりに

本研究は，小売業活動に関する地理学的研究に対して GISがなしうる貢献

を，事例を挙げつつ検討した。

GISにより作成される商業活動に関しての地園データベースは，都市計画

や地域計画のための基礎資料としても活用することができる O 特に，販売{足

進，新規商産出鹿計画，好適エリア探索，現存店活性化計画，販売商適正配

置計画，自動販売機設讃計画などの分野では GISの活用が期待される九

近年，商業地理学では，以下のような新しい研究の流れが起こりつつあり，

これらに対略した GISの援用も検討する必要がある。まず，企業の立地戦略

など蕗!苫展開のメカニズムに関する研究が地理学分野において行われている

が，コンビニエンスストアなどのチェーン届舗の立地については，市場にお
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ける潜在的顧客の推定，配送センターの立地と効率的な配送/レ…トの設定，

POSによる情報網の確立などの問題が絡み合っており，能来の研究で十分に

取りあっかわれていない要素が数多く存在する。しかし，これらの要素も空

間的な事象として抱援することが可能であるならば， GISによる分析対象と

なりうる。そのため，このような新しい問題に対する空間分析法の構築が，

商業地理学へGISを援用する上での課題となろう。

次に，スーパーマーケット，コンビニエンスストア，ロードサイドショッ

プなど比較的新しい業種や業態の小売業研究を行う場合，それらの空間的配

置や変化の情報を収納した地図データベースの構築が必要となる。このデー

タベースを分析することにより，新しい業種や業態の小売業に関する動向把

握をすることができ，そこから企業の意志決定などへのアプローチや，地の

地域データや住民データとのオーバーレイといった研究へ発展する可能性が

あると思われる。

また，無商j苫販売，訪問販売，通信・カタログ販売，自動販売機による販

売など，鹿舗を用いずに消費者に高品やサービスを提供する小売業形態が近

年増えつつあり，インターネットの普及はその増加に拍車をかけている。こ

れらの商業形態はデータベース化が困難であるため詳縮なデータが不足して

いるo しかし，いずれに対しでも小売業活動や消費の空間的側面について考

察を行うためには， GISのもつ空間検索や空間分析のための諸機能が有効で

あると考えられる九

これまで小売業活動は都市群システムや都市構造を解明するための指標と

して扱われることが多かったため，高業地理学は都市地理学とともに発展し

てきたといえる。特に，都市の内部構造は，面的データとして情報収集をす

ることが頻繁に行われてきたことから，地図データベースの構築が比較的容

易であった。そのため，近年の小売業研究もこれにならう形で，地臨データ

ベースの構築や利用を行っている。しかし，前述のような新しい商業地理学

研究の中には，都市群システムや内部構造の研究成果と関連が小さし面的

な地図データベースを構築しにくいものも存在する O これらの研究について

は事例の蓄積をまって，より有効な地図データベースの構築方法を検討する
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必要がある O

、主

1)卸売業に関する地理学的研究が少ない理由については，須原 (1986)で検討されてい

る。

2) 3次元グラフィックソフト StrataVision3D (米国Strata社製。以下Vision3Dと称

す)を用いて， GISソフト Arc/lnfo(米国ESRI社製)により出力された 2次元の建

物利用E惑を基にして3次元CGを作成する手順について解説する。まず， 3次元情報の

生成であるが， Vision3Dは， EPSFやIIlustratorなどのファイル形式をサボ…トし

ているので， Vision 3D上で「ファイル」→「取り込み」とすることで，Arc/lnfoで作

成した 2次元CGをそのまま読み込むことができる。なお，読み込んだデータは

Vision 3D上で高さやテクスチャ(3次元モデルの表簡を定義する郵像)を指定する

が，この作業をしやすくするため，Arc/lnfo J二でデータを作る際に，建物利用ごとに

別々の 2次元CGを作成し， Vision 3D上で重ね合わせる。 Vision3Dに読み込んだ

建物利用留にモデリングJ→r3次元加工」→「押し出し」で高さの指定をする。本

研究では，この高さの指定を階につき 0.2ptとした。こうして得られた複数の3

次元モデルを「モテソレJ→「整列」として主義ね合わせる。上記のようにして得られた 3

次元モデルは，どのような視点、から見るかを8自に指定することが出来る。また，時

間軸に沿って視点を移動させることでアニメーション化することもできる。ここで例

として，視点、がモデルの周りを一周するようなアニメーションを作成する方法につい

て解説する。 Vision3Dでは，視点の定義を「カメラツール」によって行う。具体的

には，視点の位置を「カメラ」の位置で，視野は「カメラ」の方向で定義する。この

「カメラ」がモテソレの周闘をー賂するようにさせるためには，モデルの馬鹿にlE内を揃

き rカメラ」がその河に沿って動くようにする。内の描E議後の具体的な操作はア

ニメーションJ→「パス変換Jで出てくるダイアログで，パス変換させるオブジェクト

に新規カメラを指定する。最後に， CGやアニメーションを作成するために，レンダリ

ングをf子う。「レンダリング」→「レンダリンク。開始」とした後に，レンダリングに関

する詳綴な設定を行う。ここでは rレイトレーシング」という方法を用いてレンダリ

ングをf子った。

3 )両分析とも，残差を 3次元表示すると，ほとんど平坦であり，モデルがよく適合して

いることカヨわかる。

4 )平下(1998)では，君主存商底もしくは既存商!苫街活性化計磁でのGISの利用としては，

当該1妄もしくは高底街に類似した商圏をもちながら，良好な経営状態にある底もしく
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は商j苫街を全国規模の地図データベースで探索し，選出された商庖もしくは商応街の

経営を参考にして活性化計商を考案する方法などが紹介されている。

5 )例えば，自動販売機の最適配置計額などで， GISの活用が期待されている。
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